
○１１番（河内優子）（登壇） 皆

様こんにちは。 

 公明党議員団の河内優子でござい

ます。 

 通告に従いまして質問させていた

だきます。 

 初めに、市職員の人材確保につい

てお伺いします。 

 少子高齢化の影響により、生産年

齢人口の減少傾向が続いておりま

す。この影響により、民間企業のみ

ならず、国や自治体においても働き

手不足の問題が顕在化しておりま

す。昨年の出生数は、全国で約67万

人まで減少してきており、総務省の

推計によると、2040年には働き手は

現在の８割程度にまで減少するとさ

れております。出生数の減少傾向が

続けば、2040年の先にはさらなる働

き手の不足が予測されます。このこ

とにより、市民サービスの低下、行

政業務の継続が困難な状況に陥らな

いかと心配になります。 

 そこで、１点目に、生産年齢人口

が減少していく中で、本市ではより

よい行政サービスを維持、推進する

ために、今年４月に新居浜市人材育

成・確保基本方針なども改訂されて

いますが、具体的にどのような戦略

を持って職員を採用し、人材育成を

図っているのか、お考えをお伺いい

たします。 

 一方では、若手職員や40代以降の

中間管理職の退職者が近年増加して

おり、職員の皆さんの働きやすい環

境を整備する必要があると考えま

す。窓口サービスの在り方を考えて

いく中で、働き方改革や業務改善の

一環として、また職員の負担軽減と

して、全国的に自治体窓口の受付業

務の時間短縮に取り組まれている事

例があります。総務省のホームペー

ジには、本市とほぼ同じ人口である

滋賀県彦根市の取組が掲載されてい

ました。 

 彦根市では、業務時間外に行って

いた開庁前の準備や閉庁後の片づけ

作業を業務時間内に実施するととも

に、業務改善を行う時間の確保など

を目的に、朝夕の利用者が少ない時

間帯を30分ずつ、計１時間短縮しま

した。その結果、時間外勤務の削減

が図られたようです。また、職員の

方には、時間短縮の効果を説明し、

庁内合意を図りました。市民の方に

は、庁内アナウンスや掲示物で時間

短縮のお知らせを行い、３か月前か

らＳＮＳや広報で情報を発信されて

いたようです。市民アンケート調査

では、職員の働き方改革に理解をす

るお声や評価する声等、９割の方が

肯定的に捉えている結果となったよ

うです。 

 本市においても、デジタル手続や

コンビニ交付の普及に併せ、窓口の

在り方を見直す時期に来ていると考

えます。生み出された時間をより丁

寧な市民対応の接遇研修や業務改善

に充てることで、残業時間の短縮や

ワーク・ライフ・バランスの確保な

どのメリットも多くございます。 

 そこで、２点目として、本市にお

ける窓口主要課である市民課のここ

３年間の住民票、印鑑証明の発行件

数についてお伺いします。 

 そして、各種証明書のコンビニ交

付やオンライン申請の普及状況をど

のように分析されていますか。 

 あわせて、職員の負担軽減と事務

改善等を進めるために、窓口時間短

縮の本市での導入についてお考えを

お伺いいたします。 

 次に、カスタマーハラスメント対

策について質問をさせていただきま



す。 

 近年、自治体や企業等へのカスタ

マーハラスメント、いわゆるカスハ

ラが社会問題となっています。理不

尽な要求や暴言等のカスハラは、働

く人に過度なストレスを与え、心身

の不調を来し、休職や離職に追い込

まれるケースも少なくありません。 

 こうした状況の中、カスタマーハ

ラスメント対策を全企業に義務づけ

る改正労働施策総合推進法が成立し

ました。カスハラ対策は、自治体に

も義務づけられています。令和６年

12月26日付、総務省により、行政サ

ービス利用者等の言動で、明らかに

限度を超えているような事象が発生

した場合は、内容に応じて職員の救

済を行うことと通知が出ておりま

す。 

 大阪府箕面市が定めたカスタマー

ハラスメント対応基本方針では、一

部の行政サービスの利用者等から、

職員への暴言や不当な要求など、カ

スタマーハラスメントが発生してい

る現状もある。職員の良好な勤務環

境の確保と質の高い行政サービスに

努めると明記し、毅然とした対応を

取る強い意思表示を明確に示してい

ます。特に、対応をルール化してい

ることは特筆すべきものと思いま

す。反復型や長時間拘束型への対応

時間を20分と上限を定めて対応を終

了させること、また暴言や威嚇、脅

迫と判断した場合は、その時点で対

応を打ち切ることなどを明文化して

います。さらに、現場にＳＯＳボタ

ンや録音機材を配備するなど、現場

の職員が孤立せず、組織として守る

仕組みを徹底していました。職員を

守ることは、市民一人一人への適切

な行政サービスを守ることにつなが

ると考えます。 

 新居浜市のカスタマーハラスメン

ト対策の現状はいかがでしょうか。

本市においても、職員が安全に安心

して働ける環境を確保し、質の高い

行政サービスを維持するために、明

確な基準を持つ対応方針の策定とル

ール化、そして現場用ガイドライン

の構築が急務であると考えます。 

 そこで、１点目に、新居浜市で

は、カスハラに関するアンケート調

査は行っていますか。 

 また、現状のカスハラへの認識と

課題についてお伺いします。 

 ２点目に、箕面市のように、毅然

とした対応を取るために、打切り基

準等のルール化やカスタマーハラス

メント基本方針を策定するお考えは

ありますか、お伺いします。 

 ３点目に、自動通話録音装置の導

入やＳＯＳボタンの設置など、組織

として職員を守るための具体的な対

策推進について今後の取組をお伺い

します。 

 次に、下水汚泥の肥料化など有効

利用について質問をさせていただき

ます。 

 2022年のウクライナ危機以降、肥

料価格は高止まりをしていました

が、2026年に入り、中東情勢の悪化

により供給不安が再燃しています。

最大供給国である中国が、自国内の

需要を優先して、尿素などの輸出制

限を続けており、世界的に肥料の在

庫争奪戦が起きているようです。と

りわけ、肥料価格の上昇は、農業従

事者にとって深刻な影響を受けてお

り、農業従事者の方から、肥料価格

が1.5倍近く高騰し、価格転嫁しな

いと原価割れをしてしまうと不安の

お声をお聞きしました。今後も不安

定な状況が続くことが想定されるこ

とから、地域内資源を生かした持続



可能な農業への転換が強く求められ

ています。 

 このような状況下で注目されてい

るのが、下水処理過程で生じた汚泥

を利用し、肥料に転換するバイオソ

リッドの有効活用です。本来、家庭

や企業からの生活排水やし尿などを

微生物で処理した後に残る下水汚泥

は、脱水加工し、焼却処分されま

す。肥料化は、焼却に代えて、脱水

加工した汚泥を発酵させ肥料にする

ものです。国においても、平成27年

の下水道法改正により、下水道管理

者に対し、下水汚泥の燃料や肥料と

しての再生利用が努力義務化となっ

ています。そして、農林水産省が、

持続可能な食料システムの構築のた

めに策定したみどりの食料システム

戦略には、2050年までに化学肥料使

用量を30％低減するとの目標が掲げ

られています。実際に全国各地で農

地還元やブランド化の取組が進んで

います。横浜市では、ＪＡ横浜が

2026年４月下旬から再生リン入り肥

料みんなのこえの店頭販売を開始し

ています。また、神戸市とＪＡが連

携したこうべ再生リンの販売を始め

るなど、各地でブランド化が加速し

ており、地域独自の汚泥由来肥料が

市場に出る予定です。 

 新居浜市におきましても、下水汚

泥の肥料化をさらに積極的に取り組

むべきと考えます。 

 そこで、お伺いします。 

 １点目に、これまで汚泥の肥料化

などの有効利用にどのように取り組

まれているのか、教えてください。 

 汚泥全体の何割を肥料化できるの

か、肥料化を進めた場合のコスト削

減効果、また温室効果ガスの削減効

果はどのぐらいあるのか、お伺いし

ます。 

 一方で、下水汚泥肥料について

は、有害な重金属を含有しているの

ではないかと安全性に対する懸念も

あると思います。今後、汚泥肥料の

利用拡大を図るに当たって、下水汚

泥肥料の安全性について、利用者の

信頼を得ることが重要なポイントで

あると考えます。 

 そこで、２点目に、本市の下水汚

泥から作る肥料の安全性についてお

伺いします。 

 ３点目に、地域内循環が図れるよ

うな仕組みが必要と考えますが、市

場ニーズを的確に把握するために、

近隣市との広域連携や民間企業と農

林部の連携も含め、お考えをお伺い

いたします。 

 次に、上下水道管の管理について

質問をさせていただきます。 

 近年、全国では、道路陥没などイ

ンフラの老朽化に伴う事故事例が発

生しています。特に、地下に埋設さ

れた上下水道管や通信ケーブル、ガ

ス管などの老朽化が要因となってい

るケースも報告されており、道路の

地下埋設物の点検や計画的な修繕は

重要です。 

 埼玉県八潮市における下水道管の

破損に起因する道路陥没事故を受

け、国では道路メンテナンス会議の

下部組織として地下占用物連絡会議

を設置し、道路管理者と地下占用事

業者の点検結果や情報共有を開始し

ました。そして、令和７年７月に、

道路法施行規則の一部改正により、

占用者が点検結果を道路管理者へ報

告する旨の規定が設けられ、報告を

受けた点検結果を道路メンテナンス

年報に公表されることとなりまし

た。国の方針として、地下埋設物情

報のデジタル化、一元化が進められ

ることが示されております。 



 そこで、１点目に、新居浜市でも

上下水道管情報のデジタル化や道路

管理者と地下占用事業者との連絡会

議を行う必要があると考えますが、

どのように進めていかれるのか、御

教示ください。 

 また、現在の課題についてもお伺

いします。 

 ２点目に、地下に埋設された管路

の点検調査と修繕、更新には、高い

専門性と多くの期間、費用を必要と

します。水道管の漏水調査につい

て、他市では、人工衛星とＡＩを活

用した新しい調査方法を取り入れて

います。新居浜市でも低コストで効

果的な調査方法を活用する必要があ

ると考えますが、本市のお考えをお

伺いいたします。 

 ３点目に、道路や下水管の安全性

については、市民の皆様の関心も非

常に高いところでございます。路面

下の維持管理調査結果と今後上下水

道管の老朽化対策及び耐震化の計画

についても、ホームページ、ＳＮＳ

等にて公表し、市民の皆様に分かり

やすくお知らせすべきと思います

が、お考えをお伺いいたします。 

 次に、高齢者就労支援について質

問させていただきます。 

 近年、長引く物価高騰は、市民生

活、とりわけ年金受給者である高齢

者の暮らしを直撃しています。食費

や光熱費の負担増に対し、少しでも

収入を得て生活を安定させたいとい

う切実な御相談を多くお聞きしま

す。以前の経験を生かした仕事に就

きたいが、希望する仕事が見つから

ない、自分の体力に合った短時間の

仕事がどこにあるか分からないとい

う情報のミスマッチが起こっている

ようです。 

 令和６年度内閣府高齢社会対策総

合調査では、70歳くらいまで、また

はそれ以上の年齢まで仕事をしたい

と考えている方は８割を超えている

ことが分かり、働けるうちは働きた

いと考える高齢者も多くいらっしゃ

るようです。政府は、70歳までの就

業機会の確保を事業主の努力義務と

し、高齢者雇用をより推進していま

す。 

 そこで、１点目に、新居浜市の高

齢者就労の課題についてお伺いしま

す。 

 大阪府東大阪市では、行政主導で

高齢者就労支援ワンストップサービ

スを構築しています。東大阪市で

は、就職支援施設就活ファクトリー

東大阪を拠点に、求職者へのキャリ

アカウンセリングやシルバー人材セ

ンターとのスムーズな連携を一体的

に行っています。また、企業側への

アプローチでは、製造業や流通業な

どの中小企業に対し、シニア雇用の

メリット、シフトの柔軟化のノウハ

ウを伝えるシニア人材活用ガイドの

作成、配布、国の助成金活用の伴走

支援を市が主導して行っています。

これにより、人材不足に悩む企業側

も、安心してシニアを受け入れられ

る体制を整えることができます。 

 本市においても、このようなワン

ストップ窓口を整備し、就労機会の

確保や短時間労働の紹介等、マッチ

ング機能の強化が必要だと考えま

す。高齢者が地域で働くことは、長

年培ってきた技術や経験を地域社会

や企業で再び生かし、高齢者の自己

肯定感を高め、誰かに必要とされて

いるという実感が何よりの生きがい

となります。働くことを通して、人

とコミュニケーションを図ること

で、健康寿命の延伸の効果があり、

将来的に社会保障費の抑制という形



で市民の皆様全体に還元されると考

えます。 

 ２点目に、元気なシニア層が増加

する中、希望する方が就労の機会確

保につながるように、新居浜市にお

いても、高齢者就労ワンストップ窓

口の創設やシニア人材活用ガイドの

作成について本市のお考えをお伺い

します。 

 次に、いじめ対策について質問さ

せていただきます。 

 いじめ問題は、子供の尊厳を傷つ

け、時に貴い命をも奪いかねない極

めて深刻な人権侵害です。 

 新居浜市におけるいじめの認知件

数は、令和６年度が156件、昨年度

は128件に上るとお聞きしておりま

す。とりわけ近年は、スマートフォ

ンやＳＮＳを起因とするネットいじ

めや匿名の誹謗中傷が深刻化してい

ます。これらは、大人の目が届きに

くく、巧妙に行われ、子供たちを精

神的に激しく追い詰めるひきょうな

行為であり、その対策は喫緊の課題

です。 

 文部科学省の指針が示すとおり、

いじめをはじめとする問題行動への

対応は、早期発見、早期対応を旨と

し、関係機関と緊密に連携しなが

ら、児童生徒一人一人に応じた的確

な指導、支援を組織的に進める必要

があります。 

 本市においても、教育支援センタ

ーあすなろ教室へのこどもいじめ

110番の設置をはじめ、毎月小学校

で実施されている絆アンケートや、

スクールカウンセラー、スクールソ

ーシャルワーカー等の専門職の配置

など、早期発見、早期解決に向けた

教職員の皆様の御尽力に感謝申し上

げます。 

 しかしながら、先生方が懸命な努

力を重ねていただいてもなおいじめ

がなくならないという悲痛な現状が

あります。いじめの問題は、事態が

深刻化しているのにもかかわらず、

周囲がそれに気づけない、あるいは

学校現場が問題を抱え込んでしまう

ことにあります。 

 そこで、１点目に、本市における

現在のいじめ認知の具体的な傾向と

重大事態の未認知を防ぐための組織

的支援体制についてお伺いします。 

 いじめは、学校内だけで発生する

ものではありません。大人社会の職

場や地域コミュニティーなど、あら

ゆる場所で発生し得る根深い人権問

題です。子供たちの命を守るために

は、社会全体がいじめは絶対に許さ

ないという強固な共通認識を持ち、

市民の人権意識を根本的に啓発して

いく必要があります。 

 北海道旭川市では、過去の極めて

痛ましいいじめ事件の教訓から取組

を見直し、令和５年に旭川市いじめ

防止対策推進条例を制定し、独自の

旭川モデルを構築されました。この

条例では、全ての市民に向けて、い

じめは絶対に許されない、いじめは

どの子にも、どの学校でも起こり得

るという意識の共有を明確にうたっ

ています。いじめを学校だけの問題

とせず、地域社会全体で責任を持つ

姿勢が必要だと思います。 

 そこで、２点目として、学校、家

庭、地域、行政が一体となって、い

じめ対策を力強く推進するため、基

本理念を明確に定めた新居浜市いじ

め防止対策推進条例の制定が必要だ

と考えますが、本市のお考えをお伺

いいたします。 

 そして、複雑化するネットいじめ

等の対応において、学校や教育委員

会だけの対応には限界があるケース



も想定されます。旭川市のいじめ防

止対策推進部や大阪府寝屋川市の監

察課のように、市長部局に専門組織

を設置することで、学校現場から独

立した客観的な立場から福祉や法的

な視点も交えた強力な行政的アプロ

ーチも実施すべきと考えます。 

 そこで、３点目として、学校現場

の過度な負担を軽減し、子供たちを

迅速に救済するため、市長部局へい

じめ対策の専門部署を設置すること

について新居浜市のお考えをお伺い

いたします。 

 次に、小中学生の自殺防止対策に

ついて質問させていただきます。 

 厚生労働省及び警察庁の発表によ

りますと、2024年に自殺した全国の

小中高生は、前年より16人多い

529人となり、過去最多を記録した

との発表がありました。他の属性が

いずれも減少しているのに対し、学

生・生徒等の区分のみが増加に転じ

ている事実は極めて衝撃的です。そ

の内訳は、小学生が15人、中学生

163人、高校生351人となっていま

す。 

 本市においても、学校における人

間関係をはじめ、学業や家庭環境、

将来への不安など、様々な悩みを抱

え、深刻な生きづらさを感じ、不登

校傾向にある児童生徒が少なくあり

ません。子供たちが自ら命を絶つと

いう悲劇を起こさないためには、児

童生徒一人一人に命の貴さや苦しい

ときに周囲へＳＯＳを出す方法、い

わゆる受援力の重要性を適切に伝え

るとともに、医療、福祉等の関係機

関との連携強化が不可欠です。 

 そこで、お伺いいたします。 

 １点目に、全国で児童生徒の自殺

が過去最多となる中、子供たちが抱

えている生きづらさの現状を新居浜

市としてどのように認識し、課題を

捉えているか、お聞かせください。 

 ２点目に、子供たちの貴い命を守

るため、新居浜市として今できる対

策と今後拡充すべき必要な対策につ

いてお考えをお伺いいたします。 

 児童生徒一人一人に寄り添った支

援体制についてもお伺いいたしま

す。 

 ３点目に、子供たちが自他を大切

にする心を育むため、学校現場にお

ける自殺予防教育の現在の推進状況

と今後の展望についてお伺いしま

す。 

 また、近年他市で実証事例が見ら

れるＡＩを活用した相談支援につい

て、本市の検討状況や導入へのお考

えをお伺いいたします。 

 次に、セカンドブック事業につい

て質問をさせていただきます。 

 新居浜市では、５か月児健康相談

においてブックスタートを実施し、

親子の触れ合いや読書のきっかけづ

くりで大きな成果を上げています。

子供の読書活動は、言葉を学び、感

性や創造力を育む上で欠かせないも

のです。感情が発達し、語彙が急増

する１歳半から３歳半、そして読み

聞かせ黄金期と呼ばれる３歳から５

歳頃の幼児期は、自我や好みが芽生

える重要な時期です。この時期に、

ブックスタートのフォローアップと

して、新たな絵本に出会う機会を創

出することは、非常に価値があると

考えます。 

 近年、子供の名前や発育段階に合

わせた内容を反映できるパーソナル

知育絵本が注目されています。具体

的には、子供の言葉のステージに合

わせて、子供の好きなものやもうす

ぐ話せそうな言葉が登場し、子供に

向けたメッセージ、名前の由来な



ど、記念となる情報を入れることに

よって、世界に一つだけの絵本とな

ります。子供の発育段階に合わせた

絵本とすることで、読書への興味を

導き、乳幼児期の読み聞かせ体験

が、その後の読書習慣や学力の成長

に関連性があるとの報告もありま

す。 

 玉野市では、２歳の誕生日前に絵

本の引換券と子育てに関するアンケ

ートを郵送し、保育園や認定こども

園、地域子育て支援センターを通じ

て、アンケートを提出した親子に対

し絵本をお渡しするセカンドブック

事業を行っています。 

 絵本の読み聞かせは、親子の絆を

深めるかけがえのない時間であり、

知育発達や子育て支援の観点からも

極めて重要です。ブックスタート定

着に続き、子供の言葉の理解と発達

をさらに促進するため、本市におけ

るセカンドブック事業の導入につい

て本市のお考えをお伺いします。 

○議長（藤田誠一） 答弁を求めま

す。古川市長。 

○市長（古川拓哉）（登壇） 河内

議員さんの御質問にお答えいたしま

す。 

 市職員の人材確保についてのう

ち、採用及び育成についてでござい

ます。 

 令和８年４月に改訂した新居浜市

人材育成・確保基本方針において、

職員の採用戦略として、柔軟な発想

や創造性を持ち、課題解決に積極的

に挑戦する多様な人材などを募るた

め、従来の職員採用に加えて、資格

や経験などを有する即戦力人材とし

て実務経験者を確保することや通年

採用の実施、採用試験内容について

もウェブ試験を導入するなどの取組

を行っているところでございます。 

 また、直接採用情報を発信してい

く就職セミナーなどの機会を利用す

るなど、公務の魅力発信にも力を入

れております。 

 人材育成の基本方針といたしまし

ては、市民の立場に立った行政運営

を進めるため、複雑化、高度化する

行政課題に対応できる専門的知識と

柔軟で創造的な発想を備えた職員の

育成を推進することとしており、適

材適所の人員配置をはじめ、職員研

修の充実、職員提案制度の活用、人

事交流の推進、デジタル人材の育成

等に取り組むことといたしておりま

す。 

 以上申し上げましたが、他の点に

つきましては関係理事者からお答え

させていただきます。 

○議長（藤田誠一） 長井教育長。 

○教育長（長井俊朗）（登壇） 河

内議員さんの御質問にお答えいたし

ます。 

 教育行政についてのうち、いじめ

対策についてでございます。 

 まず、いじめの傾向についてお答

えいたします。 

 いじめの認知件数につきまして

は、令和７年度は小学校107件、中

学校21件の計128件で、傾向としま

しては、冷やかしやからかい、悪口

を言われる、軽くぶつかられたり遊

ぶふりをしてたたかれるといった態

様が70％、パソコンや携帯電話で誹

謗中傷や嫌なことをされるが４％な

どとなっております。 

 次に、重大事態の未認知を確実に

防ぐための組織的支援体制につきま

しては、絆アンケートやジブンミカ

タプログラムなどによる調査を毎月

実施することで、いじめの早期発見

に努めております。 

 また、担任が一人で事案を抱え込



むことがないよう、学年主任や校内

いじめ対策委員会による検討を行

い、事案の内容によってはスクール

ソーシャルワーカーや地域の方、ま

た教育委員会とも連携しながら早期

解決に努め、傷ついた生徒の心情に

寄り添った支援を実施する体制を構

築しております。 

 次に、新居浜市いじめ防止対策推

進条例の制定についてでございま

す。 

 本市では、いじめは子供の心身の

健全な成長に重大な影響を及ぼし、

決して許されるものではないという

認識の下、平成26年に新居浜市いじ

め防止基本方針を策定しておりま

す。まずは、現行の法律や基本方針

を学校現場に深く浸透させ、いじめ

を絶対に見逃さない組織体制の強化

や認知した際の迅速な初期対応とい

った実効性のある取組を地道に積み

重ねることが重要であると考えてお

ります。 

 次に、市長部局にいじめ対策の専

門部署を設置することにつきまして

は、いじめ相談や支援を継続的に機

能させるには、体制整備等の観点か

ら、現時点では困難であると考えて

おります。 

 しかしながら、令和６年には御案

内にもありました寝屋川市に教育委

員が、昨年には私自身が旭川市を視

察し、近年の複雑化したいじめ事案

に対応する上で有効な取組事例を紹

介いただきましたことから、他自治

体での先進事例やノウハウ等につき

ましても引き続き調査研究を進めて

まいります。 

 次に、小中学生の自殺防止対策に

ついてでございます。 

 まず、子供たちが抱える生きづら

さの現状認識と課題についてでござ

います。 

 現在、不登校の増加やＳＮＳを背

景とした人間関係の複雑化に加え、

ヤングケアラーの増加や家庭の経済

的困窮など、子供を取り巻く環境は

多様化、複雑化していると重く受け

止めております。 

 こうした状況を踏まえ、本市で

は、令和８年度の教育委員会取組方

針において、互いの人権を尊重し、

一人一人が支え合い、認め合う人間

関係づくりに取り組むこととしてお

ります。 

 次に、子供たちの貴い命を守る支

援体制についてでございます。 

 今できる対策としましては、１人

１台端末を活用した心の健康観察を

毎月実施し、言葉にできない小さな

ＳＯＳの早期発見に努めているほ

か、いじめホットライン、いじめ相

談ダイヤル24等の利用に関する周知

啓発を行っております。 

 また、状況に応じてスクールカウ

ンセラーやスクールソーシャルワー

カーなどの専門的知見を有したスタ

ッフを状況に応じて迅速に派遣する

とともに、福祉部局や警察等の関係

機関と緊密に連携し、学校と地域全

体で命を守るセーフティーネットを

稼働させております。 

 次に、今拡充すべき必要な対策に

つきましては、多様化する課題に対

応するため、教職員の資質を向上さ

せるとともに、専門職と教員がチー

ムとして子供たち一人一人を切れ目

なく支え続ける支援体制を構築する

ことが重要であると考えておりま

す。 

 次に、自殺予防教育の現在の推進

状況と今後の展望についてでござい

ます。 

 子供たちが多様なストレスに直面



した際、適切に対処し、身近な信頼

できる大人にＳＯＳを発信できるス

キルを身につけることが大切であ

り、現在ＳＯＳの出し方に関する教

育の実施に取り組んでおります。 

 また、小学校では誕生学、中学校

ではいのちの授業を実施しており、

命の大切さ、親の思い、子育ての楽

しさと大変さを体感する取組を実施

しております。 

 次に、ＡＩを活用した相談支援の

検討状況と導入の考えについてでご

ざいます。 

 近年、ＳＮＳやＡＩを活用した相

談窓口は、対面や電話では相談しづ

らいと感じる子供たちにとって心理

的ハードルを下げる有効なアプロー

チとして注目されています。 

 一方で、児童生徒の思考力低下リ

スク、情報リテラシーやセキュリテ

ィーの確保等に関する課題があるこ

とも懸念されております。 

 本年度、文部科学省では、実証事

業として、生成ＡＩを活用した教材

開発・授業実践支援事業を実施する

こととしており、本市でも北中学校

と角野小学校で実施する予定として

おります。 

 将来的な導入の可能性につきまし

ては、実証事業の成果や先進地の実

証事例、また費用対効果等を見極め

ながら、児童生徒にとって最適なＡ

Ｉの活用の在り方を調査研究してま

いります。 

 以上申し上げましたが、他の点に

つきましては教育委員会事務局長が

お答えいたします。 

○議長（藤田誠一） 藤田総務部

長。 

○総務部長（藤田和久）（登壇） 

市職員の人材確保についてのうち、

窓口時間短縮についてお答えいたし

ます。 

 窓口受付時間の短縮は、職員の負

担軽減等の観点では有効であると考

えております。 

 しかしながら、導入に当たって

は、市民サービスを低下させないた

めの方策など課題が多く、現時点で

は困難であると考えておりますが、

今後も他自治体の取組や動向を注視

し、研究を続けてまいります。 

 次に、カスタマーハラスメント対

策についてでございます。 

 まず、アンケート調査につきまし

ては、令和７年３月に職員を対象と

して実施し、令和６年度中にカスタ

マーハラスメントを受けたと回答し

た職員は52人で、行政手続等に関す

る不当な要求、侮辱的な発言や大声

による威圧的な言動、同じ内容を繰

り返す執拗なクレームなどが挙げら

れております。 

 カスタマーハラスメントは、社会

通念上、許容される範囲を超えた言

動により、職員の就業環境を悪化さ

せるだけでなく、適正な行政サービ

スの提供にも影響を及ぼすものであ

り、組織として対応すべきものであ

ると認識しております。 

 課題といたしましては、正当な要

求などとカスタマーハラスメントの

区別のルール化、また対応が職員個

人に委ねられる傾向があり、職員の

心理的負担への配慮や相談・支援体

制のさらなる充実も重要であると考

えております。 

 次に、カスタマーハラスメント基

本方針の策定についてでございま

す。 

 本市におきましても、労働施策総

合推進法改正の趣旨を踏まえ、カス

タマーハラスメントに関する基本方

針を策定するとともに、対応の打切



り基準を含めた対応マニュアルの整

備を進め、組織として適切に対応で

きる体制づくりに取り組んでまいり

ます。 

 次に、職員を守るための具体的な

対策の推進についてでございます。 

 自動通話録音装置の導入につきま

しては、今年度、本庁舎の電話交換

機の更新に併せ、通話録音装置を設

置する予定としており、現在必要な

機能や運用方法等について検討を進

めているところでございます。 

 また、ＳＯＳボタンにつきまして

は、現在のところ設置の予定はござ

いませんが、庁舎内における安全確

保の在り方の有効な手段の一つとし

て、参考にしてまいります。 

○議長（藤田誠一） 藤田市民環境

部長。 

○市民環境部長（藤田清純）（登

壇） 市職員の人材確保についての

うち、窓口時間短縮についてお答え

いたします。 

 証明書の発行状況等についてでご

ざいます。 

 まず、市民課における過去３年間

の住民票と印鑑証明書の発行件数に

ついてお答えいたします。 

 窓口における住民票は、令和５年

度２万9,309件、令和６年度２万

7,189件、令和７年度２万9,495件で

ございます。 

 また、印鑑証明書は、令和５年度

１万4, 3 7 8件、令和６年度１万

3,660件、令和７年度１万5,918件で

ございます。 

 また、コンビニ交付の住民票は、

令和５年度7,320件、令和６年度

9,590件、令和７年度１万1,899件、

印 鑑 証 明 書 は 、 令 和 ５ 年 度

4,830件、令和６年度7,117件、令和

７年度8,965件でございます。 

 次に、コンビニ交付やオンライン

申請の普及状況につきましては、ど

ちらも来庁を要しない、いわゆる行

かない窓口として利用件数は年々増

加しており、着実に市民の皆様に浸

透してきているものと認識しており

ます。 

 今後におきましても、さらなる利

便性向上と利用促進に向け、周知啓

発に努めてまいりたいと考えており

ます。 

○議長（藤田誠一） 松原経済部

長。 

○経済部長（松原広）（登壇） 高

齢者就労支援についてお答えいたし

ます。 

 まず、高齢者就労の課題について

でございます。 

 労働力確保の観点から、高齢者の

力を求めている市内事業所は増加し

ておりますが、課題といたしまして

は、企業が高齢者に求めている業務

内容と、これまでの経験を生かした

いと考える高齢者が望む業務内容が

必ずしも一致しないというミスマッ

チが生じていることが上げられると

考えております。 

 次に、高齢者就労ワンストップ窓

口の創設やシニア人材活用ガイドの

作成についてでございます。 

 現在、ハローワークやシルバー人

材センターにおきまして、働く意欲

を持つ高齢者に対する職業紹介や就

労支援、短時間就労の提供が行われ

ているなど、年齢に関わりなく活躍

できる環境づくりに向けた相談・支

援体制が構築されているところでご

ざいます。 

 また、高齢者雇用に関する事業者

向けの資料といたしまして、高年齢

者就業確保措置の内容や高年齢者活

躍企業事例サイトなどの関連情報、



各種施策をまとめたパンフレットが

国によって作成されており、ハロー

ワークが事業所へ配布するなど周知

が図られているところでございま

す。 

 本市といたしましては、こうした

相談・支援体制の活用を基本に、引

き続きハローワークやシルバー人材

センターと連携しながら、意欲ある

高齢者が活躍できる就労支援の充実

に努めてまいります。 

○議長（藤田誠一） 竹林教育委員

会事務局長。 

○教育委員会事務局長（竹林栄一）

（登壇） 教育行政についてのう

ち、セカンドブック事業についてお

答えいたします。 

 本市では、５か月児健康相談時

に、図書館司書が１組ずつ絵本を手

渡しし、絵本を通じた親子の触れ合

いの促進と乳児期から読書に親しむ

環境づくりを目的としたブックスタ

ート事業を実施しております。 

 実施に当たっては、単に絵本を配

るだけでなく、親子に絵本の読み方

や活用の方法についての助言や図書

館でのおはなし会などのイベントの

案内を行っております。 

 さらに、１歳６か月児健康診査や

３歳児健康診査の際には、絵本リス

トを配布し、継続して親子の読書時

間の充実を推進しております。 

 １歳半から５歳頃までは、語彙の

増加や言語、情緒の発達において重

要な時期であり、ブックスタート事

業のフォローアップとしてのセカン

ドブック事業につきましては、読書

習慣の定着や親子の触れ合いの充

実、言語力の向上などの効果が期待

されます。 

 一方で、導入に当たりましては、

対象年齢の設定をはじめ、既存の子

育て支援施策との連携、財源の確保

などの課題がございますため、他市

の取組状況を注視し、調査、研究を

行ってまいります。 

○議長（藤田誠一） 玉井上下水道

局長。 

○上下水道局長（玉井和彦）（登

壇） 下水汚泥の肥料化など有効利

用についてほか１点についてお答え

いたします。 

 まず、本市での肥料化などの有効

利用の取組、肥料化できる割合、コ

スト及び温室効果ガスの削減効果に

ついてでございます。 

 下水汚泥の肥料化につきまして

は、令和５年度に肥料製造事業者へ

のヒアリングと調整を進め、令和６

年度から１社への搬入を開始し、令

和７年度からは２社に搬入し、本市

で年間に発生した汚泥4,702トンの

うち1,460トン、約31％を肥料とし

て有効利用いたしております。 

 肥料化によるコスト削減効果は、

セメント資源化と比較すると約

600万円の削減となっております

が、温室効果ガスの削減効果につき

ましては、両処理方式の間で大きな

差はないと考えております。 

 次に、下水汚泥から作る肥料の安

全性につきましては、令和５年度に

有害成分である重金属の含有量の分

析を行い、基準値を大幅に下回るこ

とを確認しました。また、肥料製造

業者においても、肥料の品質の確保

等に関する法律で定期的な検査が義

務づけられており、安全性は十分に

確保されております。 

 次に、地域内循環が図られるよう

な取組についてでございます。 

 御指摘のとおり、肥料化において

は、市場ニーズの把握が大きな課題

です。 



 このことから、東予地域の市町及

び肥料製造業者と連携し、需要と供

給のバランスを図るとともに、県担

当課とは東予地域有機肥料利用促進

協議会などを通して、下水汚泥から

製造した肥料への理解や普及拡大に

努めており、今後も地域内循環が一

層図られるよう取り組んでまいりま

す。 

 次に、上下水道管の管理について

ございます。 

 まず、上下水道管情報のデジタル

化についてお答えいたします。 

 現在、上下水道管の情報は、台帳

システム上でデジタル化し管理して

おります。 

 しかし、庁内の限られた端末から

しか閲覧することができず、緊急対

応には情報の把握に時間を要し、特

に大規模災害時には、ほかからの支

援を受けた際、速やかに情報の共有

ができず、早期復旧に影響するおそ

れがあります。 

 このことから、令和９年度から開

始する予定の新居浜市上工下水道施

設包括委託事業で、上下水道管を一

元的に管理し、どこからでも閲覧で

きるシステムへの再構築を予定して

おり、これにより、道路管理者との

施設情報の共有も容易になると考え

ております。 

 次に、道路管理者と地下占用者と

の連絡会議についてでございます。 

 令和７年度に愛媛県地下占用物連

絡会議が設置され、本年度も５月に

第１回会議が開催されました。同会

議では、定期的に相互の点検調査の

計画、結果を共有するなどし、道路

陥没等を未然に防ぐ取組を進めてい

るところですが、調査及び修繕、更

新に係る費用の財源確保が課題とな

っております。 

 次に、低コストで効果的な漏水調

査方法の導入についてでございま

す。 

 御案内のとおり、人工衛星とＡＩ

を活用した新しい調査方法が注目さ

れているところです。 

 現在、関係企業や導入した自治体

から情報収集を進めており、技術の

有効性や本市への適合性について検

証を行っており、近隣自治体とも情

報を共有しながら導入を視野に検討

を進めてまいります。 

 次に、維持管理調査結果と今後の

上下水道管の老朽化対策及び耐震化

の計画のホームページ、ＳＮＳ等で

の公表についてでございます。 

 下水道管の老朽化につきまして

は、昨年度、全国で一斉に大規模下

水道管路特別重点調査が実施され、

令和６年度に上下水道施設の耐震化

状況に関する緊急点検がそれぞれ実

施され、国土交通省のホームページ

で公表されているところです。 

 また、本市の上下水道管の老朽化

対策及び耐震化の計画につきまして

は、一部ではございますが、ホーム

ページで公表しております。 

 さらに、本年10月からの上下水道

料金の見直しを実施するに当たり、

上下水道施設の老朽化・地震対策の

必要性や本市での取組の周知のた

め、市政だより６月号に特集を掲載

いたしました。 

 今後におきましても、ホームペー

ジ、ＳＮＳ等の様々な媒体を通じ

て、上下水道事業について市民の皆

様に分かりやすい情報発信に取り組

んでまいります。 

 以上で答弁を終わります。 

○議長（藤田誠一） 再質問はあり

ませんか。河内優子議員。 

○１１番（河内優子）（登壇） 丁



寧な答弁ありがとうございました。 

 下水汚泥の肥料化など有効利用に

ついて、２点お願いします。 

 地域内循環が図られるよう取り組

んでいるとのことですが、市内での

取組事例があれば教えてください。 

 令和７年度の実績では、肥料化の

割合が31％とのことですが、将来的

には100％を見込めるのでしょう

か。将来の汚泥の有効利用の見通し

も含め、お示しください。 

 ２点目に、新たな手法の導入も視

野に検討中とのことですが、有収率

の向上に向けて何か新たな取組はさ

れているのでしょうか、お願いしま

す。 

○議長（藤田誠一） 答弁を求めま

す。玉井上下水道局長。 

○上下水道局長（玉井和彦）（登

壇） 河内議員さんの再質問にお答

えいたします。 

 まず、１点目の地域内循環の取組

事例につきましては、昨年度、教育

活動への支援ということで肥料製造

業者様から別子中学校に肥料を寄贈

いただき、生徒による別子ファーム

での野菜づくりに活用し、マイント

ピア別子で開催された収穫祭におい

て野菜の販売と併せて廃棄物から再

生した肥料として広報を行うなど、

利用促進のＰＲ活動を行っていただ

きました。 

 ２点目の肥料化の割合を100％に

ということでありますが、将来の有

効利用についてでございますが、昨

年度における東予地域の市町から発

生した下水汚泥量は、年間１万

5,000トンでございましたが、地域

内の肥料製造会社における肥料化

は、年間約7,000トンに満たない状

況であります。地域内での需要を考

慮しますと、今後も全ての汚泥を肥

料化することは難しいと考えており

ますことから、燃料化についても現

在検討しており、それと合わせて

100％になるように努めてまいりた

いと考えております。 

 次に、有収率向上に向けた新たな

取組についてですが、昨年度、今後

有収率を向上させるため、どのよう

に漏水対策を進めていくのか、短中

長期ごとに整理した漏水防止計画を

策定いたしました。内容といたしま

しては、短期的には、新たな技術、

手法の導入の検討も引き続き進めつ

つも、今まずできることとして、従

来から実施する漏水調査の効率化を

図るため、今年度は調査区域の再精

査と明確化、また給水区ごとなども

う少し小さいブロックで有収率を検

証できないか検討を進めているとこ

ろです。 

 また、老朽管の更新については、

昨年度、漏水多発管路を抽出し、リ

スク評価による優先度を基に策定し

た漏水多発管路更新計画に基づく計

画的な更新工事を本年度から本格的

に進めております。 

 今後もＰＤＣＡサイクルを繰り返

し、継続的に実施することにより、

有収率の向上を図ってまいります。 

○議長（藤田誠一） 再質問はあり

ませんか。河内優子議員。 

○１１番（河内優子）（登壇） 答

弁ありがとうございました。 

 小中学生の自殺防止対策につい

て、２点お願いします。 

 教職員の方々にゲートキーパー研

修を受けていただくことはいかがで

しょうか。 

 ２点目に、最近では長期休業明け

に不登校の方や子供の自殺リスクが

高まるということが指摘されており

ます。夏休み・冬休み・春休み終了



前後の見守り強化など、取組をされ

ていることや検討されていることが

ありましたら教えてください。 

○議長（藤田誠一） 答弁を求めま

す。長井教育長。 

○教育長（長井俊朗）（登壇） 河

内議員さんの再質問にお答えいたし

ます。 

 まず、教職員へのゲートキーパー

研修の充実についてでございます。 

 私自身、大学教授の際に、相談の

ため研究室を訪れる学生に対応する

ため、松山市のゲートキーパー養成

講座に自主参加し、その基礎を学ん

だことがあります。この経験を踏ま

え、児童生徒に対するＳＯＳの出し

方に関する教育と併せて、教職員に

対するＳＯＳの受け止め方としての

ゲートキーパー研修は極めて有効で

あり、両者を一体的に進める必要が

あると考えております。教員が、ゲ

ートキーパー養成講座を受講するこ

とは、適切に児童生徒のサインに気

づき、組織的に支援へつなぐ体制を

構築するため、極めて必要性の高い

取組と認識しております。講座を開

講しております担当部局とも協議を

行い、学校現場の実情を踏まえなが

ら、計画的、組織的に研修体制の充

実に努めてまいります。 

 次に、長期休業明けの見守り強化

に関する取組についてでございま

す。 

 長期休業明けは、児童生徒の生活

環境や心理状態が大きく変化しやす

く、不安や悩みが表面化しやすい時

期であると認識しております。特

に、学校再開前後は、自殺リスクが

高まる傾向が指摘されており、重大

な課題として捉えております。 

 まず、学校再開が近づいた段階

で、担任や養護教諭等が中心とな

り、家庭との連携を図りながら、特

に不登校傾向があった児童生徒を中

心に状況確認を行っております。 

 さらに、長期休業明けにおいて

は、児童生徒の表情や言動、出欠状

況の変化を丁寧に把握するととも

に、特に欠席が続く児童生徒につい

ては、家庭との連携を図りながら、

時には家庭訪問をし、細心の注意を

払って状況を確認しております。 

 また、昨年度は、長期休業明けに

文部科学大臣メッセージを児童生

徒、保護者へ周知し、教育委員会と

学校が一丸となって啓発活動を推進

いたしました。 

 今後におきましても、スクールカ

ウンセラーやスクールソーシャルワ

ーカー、福祉、医療、警察等の関係

機関と連携し、個々の児童生徒の状

況に応じた支援を行う体制を整えて

まいります。 

○議長（藤田誠一） 再質問はあり

ませんか。河内優子議員。 

○１１番（河内優子）（登壇） 丁

寧な答弁ありがとうございました。

一般質問を終わります。 

 


